
ネッツトヨタ浜松株式会社

貸借対照表
平成24年 3月31日現在

科 目金 額科 目金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

円 円

【 流 動 資 産 】【9,128,157,927】 【 流 動 負 債 】【8,513,955,302】

現 金 及 び 預 金 292,744,301 買 掛 金 1,164,861,130

受 取 手 形 12,938,420 短 期 借 入 金 4,580,000,000

売 掛 金 1,349,963,826 リ - ス 債 務 19,786,020

未 収 金 194,440,987 未 払 金 211,369,808

割 賦 未 収 金 6,495,534,488 未 払 費 用 87,874,662

新 車 274,943,329 未 払 消 費 税 等 24,146,300

中 古 車 305,047,598 未 払 法 人 税 等 118,152,869

部 品 107,136,585 預 り 金 94,304,612

貯 蔵 品 7,573,761 前 受 金 648,979,436

前 払 費 用 57,272,671 前 受 収 益 1,031,800

繰 延 税 金 資 産 21,381,918 割 賦 未 実 現 利 益 1,270,519,156

そ の 他 9,180,043 仮 受 消 費 税 270,764,901

【 固 定 資 産 】【4,153,163,170】 そ の 他 22,164,608

（ 有 形 固 定 資 産 ） (3,199,377,221) 【 固 定 負 債 】 【862,249,931】

建 物 1,033,625,595 リ - ス 債 務 30,049,801

建 物 附 属 設 備 137,508,171 退 職 給 付 引 当 金 728,149,976

構 築 物 118,890,361 役員退職慰労引当金 25,670,000

機 械 装 置 81,854,797 資 産 除 去 債 務 78,380,154

社 用 車 102,884,805 負 債 合 計 9,376,205,233

工 具 器 具 備 品 50,867,990 純 資 産 の 部

土 地 1,626,370,962 【 株 主 資 本 】【3,850,505,666】

リ - ス 資 産 47,374,540 資 本 金 200,000,000

（ 無 形 固 定 資 産 ） (14,324,986) 利 益 剰 余 金 3,650,505,666

ソ フ ト ウ ェ ア 2,958,544  利 益 準 備 金 50,000,000

電 話 加 入 権 2,055,000  その他 利益 剰余金 3,600,505,666

借 地 権 9,311,442   別 途 積 立 金 3,450,000,000

（投資その他の資産） (939,460,963)   繰 越 利 益 剰余金 150,505,666

投 資 有 価 証 券 386,981,632 【評価・換算差額等】 【54,610,198】

関 係 会 社 株 式 120,000,000 その他有価証券評価差額金 54,610,198

出 資 金 727,000

長 期 貸 付 金 1,200,000

長 期 前 払 費 用 7,349,546

繰 延 税 金 資 産 284,737,421

差 入 保 証 金 138,465,364

純 資 産 合 計 3,905,115,864

資 産 合 計 13,281,321,097 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,281,321,097



個別注記表 

 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1)資産の評価基準及び評価方法 

①関係会社株式    移動平均法による原価法 

 ②その他有価証券  

・時価のあるもの   事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理) 

・時価のないもの   移動平均法による原価法 

 ③たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

・新  車      個別法 

・中 古 車     個別法 

・工場部品     最終仕入原価法 

・貯 蔵 品     最終仕入原価法 

(2)固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法(ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については、

定額法) 

 ②無形固定資産(リ-ス資産を除く) 

     定額法  

 ③リ-ス資産 

   リ-ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

(3)引当金の計上基準 

   貸倒引当金             債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。  

   退職給付引当金        従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込

額に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異については定額法(5 年)により翌期から費用処

理することとしております。 

    役員退職慰労引当金    役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末

要支給見込額を計上しております。 

(4)消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

(5)追加情報 

 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24号 平成 21年 12月４日）及び「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 24号 平成 21 年 12月

４日）を適用しております。 



 （法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律（平

成 23年法律第 114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」（平成 23年法律第 117号）が、平成 23年 12月２日に公布され、平

成 24年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率が変更されることとなりました。 

  これに伴い、平成 24年４月１日に開始する事業年度から平成 26年４月１日に開始する事業年度

の期間において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率を 39.7％から 37.2％に変更し、平成 27 年４月１日に開始する事業年度以

降において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

する法定実効税率を 39.7％から 34.8％に変更しております。 

  この変更により、繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 34,251 千円減少し、

その他有価証券評価差額金が 4,104千円、法人税等調整額が 38,355千円それぞれ増加し、当期純

利益が 38,355千円減少しております。 

 

2.当期純損益金額 
  130,926,967円 


